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有限会社ダイヤモンドムーンの株式の取得（持分法適用関連会社化） 

に関するお知らせ 

 

当社は、平成28 年7月1日開催の当社取締役会において、有限会社ダイヤモンドムーンの株式を

20％取得し、当社の持分法適用会社とすることを決議しましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式取得の理由 

 当社は、平成 27 年 11 月に、当社代表取締役田中茂樹の古くからの知人である、有限会

社ダイヤモンドムーン（以下「ダイヤモンドムーン」という。）取締役多畑志朗氏より弁

当販売の出店に関する相談を受けました。現在、食品業界の売上は横ばいですが、中食と

言われる弁当等の売上は大きく伸びている状況です。ダイヤモンドムーンが手掛ける「大

勝軒」ブランドの中華弁当は、主にお弁当のフードコート「屋台デリ」で販売しており大

変好評で売上を伸ばしていることから、出店増を目指しています。現在の「大勝軒」ブラ

ンドの弁当は「たっぷりな量とこってりした味」が特徴で男性客が多く見受けられます。

当社は、顧客層を広げ女性客や生活習慣病が気になる顧客向けに健康志向の弁当を販売す

ることで、売上を拡大させる機会があると考え、健康志向の弁当を共同で開発することを

提案したところ、多畑氏の賛同を得ました。今後、当社は有限会社ダイヤモンドムーンと

共同で健康志向の弁当を開発するとともに、当社が弁当の製造を外部に委託し、有限会社

ダイヤモンドムーンに弁当販売を委託するという、当社による弁当販売を検討してまいり

ます。このように、当社は、健康志向の弁当をヘルスケアの一部として位置付け、売上増

を図ってまいります。また、中国からの出店依頼もあることから、共同で中国への出店も

検討しております。 

 当社は、ダイヤモンドムーンとの強固な関係を構築、弁当事業の早期の具体化を実現す

るべく、5 百万円を有限会社ダイヤモンドムーンに出資することで、持分法適用関連会社（出

資比率 20％）とするものです。 

なお、ダイヤモンドムーンは、「屋台デリ」への出店拡大を目指しており、当社はその出

店にかかる費用として 45 百万円を貸付ける予定です。 



 

 

２．持分法適用関連会社となる会社（有限会社ダイヤモンドムーン）の概要 

(１) 名 称 有限会社ダイヤモンドムーン 

(２) 所 在 地 東京都品川区大崎４－２－２ 

(３) 代表者の役職・氏名 取締役 多畑志朗 

(４) 事 業 内 容 弁当の製造及び販売業 

(５) 資 本 金 6百万円 

(６) 設 立 年 月 平成15年１月 

(７) 大株主及び持株比率 多畑志朗 120株（100.0％） 

(８) 上場会社と当該会社

と の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 

該当事項はありません。 

(９) 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態              （千円） 

 平成25年12月期 平成26年12月期 平成27年12月期 

純 資 産 706 3,251 8,884 

総 資 産 38,866 42,491 68,738 

１株あたり純資産 (円 ) 5,879.38 27,091.35 74,033.94 

売 上 高 117,114 131,604 143,275 

営 業 利 益 3,211 4,186 5,918 

経 常 利 益 1,921 3,154 5,633 

当 期 純 利 益 32 2,545 5,633 

１株あたり当期純利益（円） 267.19 21,211.97 46,942.5 

１株あたり配当金（円） － － － 

 

３． 取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数 －株 

（議決権の数：－個） 

（議決権所有割合：－％） 

（２）取得株式数 30株 

（議決権の数：30個） 

（議決権所有割合：20％） 

（３）取得価額 5,000,000円 

（４）異動後の所有株式数 30株 

（議決権の数：30個） 

（議決権所有割合：20％） 

 



 

４．日程 

 （１）取締役会決議日   平成28年7月1日 

 （２）株式取得日     平成28年7月1日 

 

５．今後の見通し 

  今後の取組みの状況により業績に与える影響が生じた場合には速やかにお知らせいたします。 

 

以上 

 


